
 

 

入 札 公 告 

  

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和６年１１月２０日  

公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構 

専務理事  浅川 伸 

 

１．調達概要 

（１）件 名 検査用タブレットの賃貸借及びアプリケーションソフトインストール作業 一式 

        

（２）概  要 公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構（以下「ＪＡＤＡ」という。）は、ドーピ

ング検査（以下「検査」という。）に係る記録について、従来は、紙（ぺーパー）ベースで行って

いたが、２０２５年度以降は、国内で行われる検査のペーパーレス化を図り、検査作業及びデータ

送信・保管等の効率化を図ることを目的とし、これに使用するタブレット端末を調達し、必要なア

プリケーションソフトをインストールするものである。 

 

（３）予定数量 ２００台 

 

（４）納入場所 当機構が指定する場所 

 

（５）賃貸借期間 令和７年２月１日から令和１１年３月２８日までの５０か月 

         令和７年４月１日から令和１１年３月２８日までの４８か月 

 ※詳細は仕様書による。 

 

２．競争参加資格 

（１）国の予算決算及び会計令７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は

被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に

該当する。 

（２）全省庁統一参加資格において、令和６年度有効の「役務の提供等」で「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等

級の認定を受けている者であること（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始

の申立てがなされている者については、手続開始の決定後に一般競争参加資格の再認定を受けてい

る者であること。）。 

（３）会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開

始の申立てがなされている者（上記（２）の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（４）公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構又は国の関係機関から取引停止又は指名停止の処分を

受けている期間中の者でないこと。 

（５）東京都、千葉県、埼玉県又は神奈川県に本店、支店又は営業所が所在すること。 

 

３．入札手続等 

（１）契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先 

〒１１２―０００２ 東京都文京区小石川一丁目１２－１４日本生命小石川ビル４階 

公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構 管理部総務・人事グループ 丸林 由記 

電話番号 ０３－５８０１－０９６０ 



 

 

メールアドレス keiyaku☆playtruejapan.org 

          ※セキュリティ対策のため☆に変換している。送信の際は＠に変換すること。 

（２）入札説明書の交付期間及び方法 

入札説明書及び関連書類は、本公告の日から令和６年１２月１０日（火）午後５時まで当機構ホー

ムページ（調達情報）にて交付する。書類をダウンロードの上、作成、使用すること。 

（３）入札説明書等の内容についての説明会、質問の受付及び回答 

   ・入札説明会は実施しない。  

・質問は、文書により行うものとする。 

① 質問の受付先 

    上記３．（１）と同じ。 

② 質問の受付期間 

    令和６年１１月２１日（木）から令和６年１２月１１日（水）午後５時まで 

③ 提出方法  

持参、郵送、ＦＡＸ（着信を確認すること。）及びメールのいずれの方法でも可能とする。 

※持参の場合は土曜日、日曜日及び祝日を除く午前１０時から午後５時までとする。 

（４）申請書及び資料の提出期間、場所及び方法 

令和６年１２月１８日（水）から令和６年１２月２０日（金）午後５時まで 

上記（１）に持参又は郵送（提出期間内必着、書留郵便等の配達記録が残るものに限る。）により

提出すること。 

※（１）～（３）の受付は土曜日、日曜日及び祝日を除く午前１０時から午後５時までとする。  

（５）競争執行の日時及び場所 

令和６年１２月２５日（水） 午後１４時３０分 

   東京都文京区小石川一丁目１２－１４ 日本生命小石川ビル４階  

   公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構 カンファレンスルーム 

 

４．その他 

（１）手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札保証金及び契約保証金 免除 

（３）入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務

を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。 

（４）落札者の決定方法 作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行っ

た者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の

内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結するこ

とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、

予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落

札者とすることがある。 

（５）契約書作成の要否 要 

（６）誓約書の提出 本競争の参加希望者は、申請書提出時に、契約担当者（公益財団法人日本アンチ・

ドーピング機構 専務理事）が別に指定する暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出しなければな

らない。 

（７）誓約書の遵守 上記（６）の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反するこ

ととなったときは、当該者の入札を無効とするものとする。 

（８）関連情報を入手するための照会窓口 上記３．（１）に同じ。 

（９）一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加 上記２．（２）に掲げる一般競争参加資格の認

定を受けていない者も上記３．（３）により申請書及び資料を提出することができるが、競争に参加

するためには、競争執行時において、当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けてい

なければならない。 



 

 

（１０）詳細は入札説明書による。 

                                         以上 


